
第２期岐阜県強靱化計画（案）の検討経過 
 

１ 第１回強靱化推進本部【令和元年６月４日】 

  議題：岐阜県強靱化計画の見直しについて 

 

２ 有識者会議の開催状況（議題と主な意見） 

○第１回【令和元年８月８日】 

   議題：現計画の検証及び国計画の見直しを踏まえた課題・論点整理、次期計画骨子案 

   ・避難所において、妊婦や乳幼児を連れられた方のスペースについて配慮すべき。 

   ・雨の降り方はますます局地化、激甚化しているため、ソフト対策を強化すべき。 

○第２回【令和元年１１月１３日】 

   議題：次期計画（素案）について 

   ・要支援者の個別支援計画策定が進んでいないため、各市町村への支援が必要である。 

   ・被災住宅の土砂撤去等について、ボランティアとの連携強化を具体的に想定すべき。 

 ○第３回【令和２年１月１４日】 

   議題：次期計画（案）について 

   ・市町村間の「広域避難のあり方」について位置付けるべき。 

   ・災害に強い森林づくりを進めるため「担い手の育成」について追記すべき。 

   ・防災教育や学校防災について、実効性を確保するための「仕掛けづくり」が重要である。 

 

３ 県議会への説明状況（主な意見） 

 （１）総務委員会委員協議会【令和元年８月２７日】 

   ・要配慮者対策として高齢者のほか、子育て世代への対応についても想定すべき。 

   ・避難所での犯罪等を防ぐための対策を計画に盛り込むべき。 

（２）基本計画骨子案説明会【令和元年９月１９日】 

   ・防災教育の取組みを強化すべき。 

・大規模停電への対策など令和元年台風第１５号の教訓を反映すべき。 

   ・帰宅困難者対策を計画に反映すべき。（他２６の意見あり。） 

 （３）総務委員会その他報告【令和元年１０月７日】 

   ・「共助」も重要だが、その前にまずは「自助」の取組みを強化すべき。 

（４）総務委員会その他報告【令和元年１２月１６日】 

   ・消防団員に加え、水防団員の確保についても明記すべき。 

 

４ 市町村意見照会の状況（主な意見） 

○１回目【令和元年８月１３日～９月２日】 

   ・被災地における疫病・感染症等の大規模発生防止について追加すべき。 

   ・「環境保全」を施策項目に追加すべき。 

  ○２回目【令和元年１２月５日～１２月１８日】 

・住民の防災意識向上のため、市町村が行う防災イベント等との連携を強化すべき。 

   ・年少期からの高校生までの防災教育を強化すべき。 

 

５ パブリック・コメントの実施状況（令和元年１２月５日～令和２年１月６日） 

  （主な意見） 

   ・大学等と連携し最新の科学的・学術的知見を取入れ、施策を展開すべき。 

   ・事前の備えを含め、防災教育・研修等のリスクコミュニケーションを強化すべき。 
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